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要旨 

 

  本稿は地域活性化を目的として各自治体で推進されてきたソーシャルメディアの導入状

況に焦点を当て、ICT の利活用が地域のマネジメントにどのように寄与しているのか。そ

の効果と実態を全国 1,742 市区町村への質問紙調査と追跡調査から得た知見を踏まえて考

察している。地方自治体の情報発信は、地域 SNS から 2010 年代に入って普及した

facebook や twitter、LINE のような民間のソーシャルメディアに移行しつつある。地域

SNS に比べ、自治体によるこれらのソーシャルメディア活用の目的は交流目的よりも情報

提供の目的を主眼とするものが多いが、その情報提供が媒介となり、リアルのコミュニ

ティ活動につながる事例も見られる（丹波市の「恋チュン」ダンス）。「ゆるい」情報提供

をきっかけとした市民との交流が自治体によるソーシャルメディア活用の一つの可能性で

あろう。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 大手前大学メディア・芸術学部講師 Otemae University Faculty of Media and Arts 
2 一般財団法人関西情報センター研究員 Kansai Institute of Information Systems 
3 大手前大学現代社会学部准教授 Otemae University Faculty of Modern Social Studies 
4 大手前大学現代社会学部教授 Otemae University Faculty of Modern Social Studies 



 

１．はじめに 

 本稿は地域活性化を目的として各自治体で推進されてきたソーシャルメディアの導入状

況に焦点を当て、ICT の利活用が地域のマネジメントにどのように寄与しているのか。そ

の効果と実態を全国 1,742 市区町村への質問紙調査と追跡調査から得た知見を踏まえて考

察していくことを目的としたものである。 

 2000 年代後半以降、さまざまな地方自治体や団体で地域活性化を目的として導入された

地域 SNS というソーシャルメディアの形態は、2010 年代に入り、グローバルな広がりを

持つ新たなソーシャルメディアにその広報機能やコミュニティ機能を移しつつある。この

ようなソーシャルメディアの「土俵」が変わりつつあることを踏まえて、自治体がいかな

る狙いのもとでソーシャルメディアを運営しているのか。それを描き出していきたい。 

 

２．地域 SNSとソーシャルメディアの導入状況 

2000 年代半ば、SNS の一形態として注目されるようになったのが地域 SNS である。こ

の地域 SNS とは庄司ら（2007）の定義にしたがえば「地域の」SNS、すなわち「距離的

に近い一定の範囲」（庄司ら, 2007:(10)）における「ユーザーの日常の人間関係をインター

ネット上のサービス内で可視化・共有化し，それを利用してユーザー間の情報共有やコ

ミュニケーションを促進するサービス」（庄司ら, 2007:4）ということになる。 

この地域 SNS は、熊本県八代市の地域ポータルサイト「ごろっとやっちろ」

（http://www.gorotto.com/, 2014 年 4 月 30 日アクセス）の成功から注目されるように

なった。2003 年 4 月に開設した同サイトはアクセス数が伸び悩んでいたが、2004 年 12

月以降に SNS 機能が追加された後、アクセス数だけでなくアクティブユーザー数も大き

く増加したのである（庄司ら, 2007:191）。この後、「ごろっとやっちろ」のシステム

「Open gorotto」をベースとした SNS を用いた総務省の「ICT を活用した地域社会への

住民参画の促進」事業の実証実験を経て、2000 年代後半に地域 SNS が一部の自治体に導

入されるようになっていく。 

しかし、2006 年 2 月より地域 SNS の稼働数の確認を続けている地域 SNS 研究会によ

ると、国内の地域 SNS 事例数は 2010 年 2 月の 519 をピークに減少を続け、2014 年 2 月

には 263にまでその数を減らしている状況にある5。 

背景には、「アラブの春」や東日本大震災を一つの契機として 2011 年以降にユーザー数

を増やしてきた twitter や facebook、あるいはスマートフォンに適合した SNS アプリ・

LINE といった、新しいソーシャルメディアを活用する自治体が増えてきたことにあろう。

その導入の容易さや利用者数の多さ、実名制に近いコミュニティ形成が可能であることも

                                                   
5 2006年 2月以降、毎年地域 SNSの導入事例数をサイト上で報告している地域 SNS研

究会（http://www.local-socio.net/, 2014 年 2 月 26 日アクセス）の発表に基づく。ただし、

2014年 4月 30日現在、この地域 SNS研究会の URLにはアクセスできなくなっている

（別サイトに移動させられる仕様になっている）。 



 

あり、複数の自治体が facebookページや twitterを運営するようになっている6。 

以上のように、多様なソーシャルメディアを各地方の自治体や団体がどのような形態の

ソーシャルメディアをいかに用いているかは 2014 年 4 月の時点では流動的な状況であり、

地域によって活用の実態も様々であることが想像されうる。 

 

３．調査方法・結果 

ソーシャルメディアの導入に関する流動的な現状を踏まえたうえで、石橋裕基・藤田昌

弘によって 2010 年度および 2012 年度に実施された地域 SNS を運営している自治体への

質問紙調査および担当者へのヒアリング調査の延長線上にある「地域活性化を目指した

ソーシャルメディア活用に関する調査」を 2013 年 6 月～8 月にかけて実施した7。また、

2014 年 4 月 30 日には facebook や LINE などを活用して市民への情報発信やイベントを

展開している兵庫県丹波市に聴き取り調査を実施した。 

 

３．１．「地域活性化を目指したソーシャルメディア活用に関する調査」結果 

 本調査は以下の期間・方法で実施された。 

  調査期間：2013年 6月～2013年 8月 

  送付先：全国 1,742市区町村 

  調査方法：郵送質問紙調査 

  回収数：696自治体（回収率 40.0％） 

  設問内容： 

・ 地方自治体におけるソーシャルメディア導入状況（導入しているソーシャル

メディアの種類及び種類ごとの導入目的、所管部署等） 

・ 地域 SNS の導入状況（導入形態、運営組織、導入・運営コスト、参加状況、

評価、地域活性化への寄与、キーパーソンの有無等） 

・ 今後のソーシャルメディア導入意向（導入したいソーシャルメディアの種類

及び目的等） 

  

本調査の回答から得られた結果からソーシャルメディア導入状況（「導入している（導

入したことがある）」と回答した数）は以下の通りである。 

                                                   
6 有名なものとしては、2013年 4月 30日時点で 96,800人を超えるいいね！数を集めて

いる南島原市が運営する「撮ってくれんね！南島原コンテスト」の facebookページ

（https://www.facebook.com/minamishimabaracity, 2014年 4月 30日アクセス）や市の

ホームページの機能を facebookページに移管させている武雄市

（https://www.facebook.com/takeocity, 2014 年 4 月 30 日アクセス）などが挙げられよう。 
7 なお、本質問紙調査の集計結果については本稿で挙げているデータも含め、「地域活性化

を目指したソーシャルメディア活用に関する調査｜調査結果サマリ」

（https://secure.kiis.or.jp/research/idobata/enquete2013summary.html, 2014年 4月 30

日アクセス）に掲載している。 



 

 

  

図 3.1.1 自治体におけるソーシャルメディア導入状況（複数回答可） 

 

facebook や twitter を運用していると答えた自治体は全回答自治体の 3 割を超えている

一方で、LINE は導入する自治体は質問紙配布時点では少なかったことがうかがえる。な

お、地域 SNS は 44 自治体が運用していると回答しているが、このうちのいくつかには

「すでに廃止」もしくは「廃止予定」のものも含まれる。その理由も合わせて尋ねたが、

そこには「利用者数の低迷」「誹謗中傷による管理面の問題」「他のソーシャルメディアの

台頭に伴う SNS運用のメリットの減少」などが挙げられている。 

 

 

図 3.1.2 地域 SNSに対する導入自治体の評価 

 

また、地域 SNS を導入していると答えた 44 自治体に、地域の経済活性化やコミュニ

ティ活動にどのように寄与しているかも尋ねているが、ほとんどの項目において無回答あ

るいは「寄与していない」という傾向の回答が「寄与している」という回答を上回る結果

となった。その中で「人と人とのつながり」の項目に関してのみ、「寄与した」という回
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答が多く寄せられている。 

一方で、ソーシャルメディアを導入した目的を概観すると、地域 SNS の導入目的が住

民同士のコミュニケーション手段として答える比率が高いが、twitter や facebook といっ

たソーシャルメディアは自治体からの情報発信により主眼が置かれていることがうかがえ

る（表 3.1.3 参照）。また、今後のソーシャルメディアの導入意向について尋ねた結果にお

いてもほぼ同様の傾向が見られる（表 3.1.4参照）。 

 

表 3.1.3 ソーシャルメディア導入目的 

 

地域 SNS twitter facebook LINE その他 

「導入している（していた）」と回答した総数 44 219 235 11 26 

(a) 住民同士の情報交流促進手段の充実 37 15 40 0 2 

(b) 住民からの地域情報発信手段の充実 26 7 21 0 2 

(c) 地域住民に対する情報提供・情報発信手段の充実 27 193 197 10 17 

(d) 災害時の緊急連絡網として活用 10 117 85 8 9 

(e) 住民から行政への意見収集手段の充実 8 18 40 0 2 

(f) 地域外住民（観光客等）に対する情報提供・情報発信手段の充実 11 153 200 6 17 

(g) 実際の（リアルの）コミュニティ活動の活性化や、実経済活動への波及効果を期待 19 25 46 2 6 

(h) 庁内のコミュニケーションツール 4 0 4 0 2 

(i) 職員の意識改革 0 4 14 0 2 

(j) その他 0 7 5 0 1 

 

表 3.1.4 今後のソーシャルメディア導入意向 

  地域 SNS twitter facebook LINE その他 

(a) 住民同士の情報交流促進手段の充実 35 36 58 13 2 

(b) 住民からの地域情報発信手段の充実 29 38 66 9 5 

(c) 地域住民に対する情報提供・情報発信手段の充実 35 97 188 36 10 

(d) 災害時の緊急連絡網として活用 44 104 123 36 14 

(e) 住民から行政への意見収集手段の充実 24 32 73 11 8 

(f) 地域外住民（観光客等）に対する情報提供・情報発信手段の充実 20 84 176 28 10 

(g) 実際の（リアルの）コミュニティ活動の活性化や、実経済活動への波及効果を期待 20 26 50 9 3 

(h) 庁内のコミュニケーションツール 5 5 20 9 10 

(i) 職員の意識改革 3 9 23 7 6 

(j) その他 4 3 6 3 1 

 



 

３．２．兵庫県丹波市企画総務部総合政策課職員への聞き取り調査 

 回答をいただいた自治体の一つである兵庫県丹波市企画総務部総合政策課の職員への聞

き取り調査を 2014年 4月 30日に丹波市役所にて実施した。 

 兵庫県丹波市は、facebook ページや LINE といったソーシャルメディアを積極的に活用

してさまざまなイベントを打ち出している自治体である8。丹波市のソーシャルメディア活

用の目的や運用方法、その効果の実感について尋ねたが、その結果、発信する情報内容を

あまりフォーマルな＝「かたい」内容のものばかりを発信するのでなく、「ゆるい」内容

の中に「かたい」内容を混ぜるなどの運営の工夫について聞き取ることができた。その詳

細な内容は予稿提出の締め切りの関係上ここには掲載しないが、報告時に一部を紹介でき

ればと考えている。 

 

４． 考察 

 調査結果から、地方自治体の用いる情報発信ツールはすでに地域 SNS から facebook・

twitter・LINE といった新たなソーシャルメディアに移行しつつある状況を確認すること

ができた。住民同士の交流の促進をねらって導入された地域 SNS はその役目を facebook

などに移し、その役目を終えつつあるといえよう。また、その導入目的も地域 SNS にお

いて「交流」が主眼であったものから「情報提供」中心になりつつあることも調査結果か

ら見て取ることができる。 

 一方で、地域 SNS の評価するポイントとして回答されたものが「人と人とのつながり」

という抽象的な点のみであったことはネット・コミュニティを現実の経済活動やコミュニ

ティ活動に結びつけることの難しさを示すとともに、地域 SNS 導入の目的や運営方針を

改めて問い直していく必要性を示唆している9。 

 他方、facebook や LINE などの機能を活用した情報発信を通じて、住民と自治体との交

流がこれまでよりなされる事例も見られるようになっている。たとえば、丹波市では

AKB48 の楽曲「恋するフォーチュンクッキー」を市民たちで踊り撮影する企画を市の

facebook ページを通じて呼びかけたが、800 名を越える参加者を集めることとなった。丹

波市のさまざまな風景をバックにしたダンスを撮影・編集した動画は、2013 年 12 月 6 日

に YouTube にアップロードされ、2014 年 4 月 30 日時点で 10 万を超える再生数を獲得し

ている10。このことはグローバルな広がりを持つソーシャルメディアに自治体が発信する

                                                   
8 丹波市のソーシャルメディア活用事例については「自治体のデジタル広報最前線 兵庫県

丹波市『LINE@』」（『月刊広報会議 2014年 4月号』宣伝会議 p.98-99）に詳しい。 
9石橋・藤田（2010）は地域 SNSを導入する目的が「地域活性化」でありながらも、その

「地域活性化」という用語の定義が明確でないがゆえに、その評価や方針が難しくなるこ

とを指摘している。 
10「『恋するフォーチュンクッキー 丹波市バージョン』 が完成しました！」

（http://www.city.tamba.hyogo.jp/soshiki/kikaku/koichuntamba.html, 2014年 4月 30

日）、および「恋するフォーチュンクッキー 兵庫県丹波市 Ver.」

（https://www.youtube.com/watch?v=9fcRdYpbxY0, 2014 年 4 月 30 日アクセス）を参照。 



 

情報を介してつくりあげる「コミュニティ・オブ・インタレスト」の可能性を示すものと

言えるかもしれない。この場合、ソーシャルメディアのリテラシーが自治体の担当者に必

要なだけではなく、どのようにコミュニティを運営していくかの方針が自治体内で共有さ

れていくことも必要になるのではないか。 

 

５．まとめ 

本稿では、担当者への質問紙調査や聞き取り調査を通じて、自治体がいかなる狙いに基

づきソーシャルメディアを活用しているのかについて概観してきた。 

地域 SNS から facebook などの新しいソーシャルメディアへと土俵は移しつつも、人び

とのインフォーマルなコミュニケーションの場であるネット・コミュニティにフォーマル

な組織である自治体がどう関わり続けていくべきなのかは、今後も重要な論点となろう。 

ネット上の情報発信や交流をリアルな活動にいかにつなげていくのか、あるいは、地域

SNS と facebook などのグローバルなソーシャルメディアの性格の違いや使い分けが可能

であるかなど、自治体によるソーシャルメディア活用の課題と展望に関わる研究課題のう

ち、本稿で扱うことができなかった範囲はまだまだ存在している。それらを考察・検証し

ていくことを今後の課題としたい。 
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